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ダイオキシン類対策特別措置法（以下、ダイオキシン法）が平成 11 年 7 月に制定され翌年の 1 月に施行

された。ダイオキシン法の施行に伴い九州の河川においても平成 11 年度から直轄の河川やダムにおいてダ

イオキシン類の調査を行ってきた。ここでは、ダイオキシン類の環境中の排出量の変化と要因、九州の地

域性について分析し今後の調査に生かすことを目的としている。 

 

キーワード：ダイオキシン類、農薬、一級河川 

 

1．ダイオキシン類とは 

ダイオキシン類は PCDDs、PCDFs、DL-PCBs の総称

であり（図 1 参照）、200 種類を超える異性体を有

している。この中で毒性を持つ異性体は 29 種類とさ

れている。 

ダイオキシン類は燃焼の過程で非意図的に生成さ

れる化学物質であり、難分解性であることから環境

中に残留することが広く知られている。日本での環

境調査で検出されるダイオキシン類の主な発生源は

①ゴミ焼却場や特定工場等からの燃焼ガス、②農薬

（PCP）、③農薬（CNP）、④PCB 製品の 4 種類と推定

されている 1）。このうち、②、③、④は製造、販売、

使用が禁止されているが、過去に使用したものが環

境中に残留し、汚染源となっている。 

 

 

 

 

 

 

図 1 ダイオキシン類の化学構造式 2) 

2．ダイオキシン法制定の背景と国土交通

省の対応 

 

平成 11 年に、「所沢産野菜ダイオキシン報道」が

大きな社会問題となってダイオキシン類対策特別措

置法が施行され、規制強化や環境基準の設定など対

策が進められてきた。 

国土交通省でも全国の一級河川直轄管理区間にお

いてダイオキシン類の水質・底質中の実態を把握す

るとともに、河川における今後の監視や汚染除去方

策等の在り方について検討資料を得ることを目的と

して平成 11 年度から毎年「全国一級河川におけるダ

イオキシン類に関する実態調査」を実施してきた。 

 

 

3．ダイオキシン類の排出量 

 

ダイオキシン法に基づく調査では、特定工場等の

主要な発生源から排出されるダイオキシン類は近年

大幅に減少していることが確認されており、平成 29

年度の調査結果は 106～107g-TEQ/年であった。これ

は平成 15 年度から約 72 %減少している 3）。 



また全国で実施されている環境調査では、大気、

公共用水域水質、公共用水域底質において平成 12 年

度からダイオキシン類は減少傾向にある 4）。 

 

 

4．九州の一級河川におけるダイオキシン

類の監視状況 

 

九州の一級河川は全部で 20 河川あり、それぞれ

に基準監視地点及び補助監視地点が設けられている。 

 

(1) 水質におけるダイオキシン類濃度の推移 

基準監視地点（全 20 地点）におけるダイオキシン

類の平均値の推移は表 1 に示すとおりであり、環境

基準の 1.0pg-TEQ/L に比べ調査開始以来約 0.1pg-

TEQ/L 程度であり、ほとんど変化が無い。 

 

表 1 ダイオキシン類の平均値推移（水質） 

 

 

(2) 観測箇所別のダイオキシン類の濃度（水質） 

過去の基準監視地点での調査結果を箱ひげ図にて

表 2 に整理した。この結果、相対的に濃度が高い地

点は潮見橋（六角川）、瀬ノ下（筑後川）、小島橋（白

川）、日の出橋（遠賀川）、久里橋（松浦川）で確認

された。 

 

 

 

 

 

 

表 2 観測箇所別のダイオキシン類（水質） 

 
 

(3) 観測箇所別のダイオキシン類の推移 

相対的に濃度の高い地点におけるダイオキシン

類濃度の推移を表 3 に示した。水質においては経

年的な変化はなく、突発的に高い年が確認される。 

 

表 3 観測箇所別のダイオキシン類の推移

（水質） 
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(4) 底質におけるダイオキシン類濃度の推移 

表 4 に示すとおり、環境基準の 150pg-TEQ/g に比

べ調査開始以来、150pg-TEQ/g を大きく下回り、経

年的に漸減している。 

 

表 4 九州の一級河川におけるダイオキシン

類の平均値の推移（底質） 

 

 

(5) 観測箇所別のダイオキシン類の濃度（底質） 

過去の基準監視地点の調査結果を箱ひげ図にて

表 5 に整理した。全箇所で環境基準（150pg-TEQ/g）

を大幅に下回っている。その中で相対的に濃度が高

い地点は潮見橋（六角川）、瀬ノ下（筑後川）、小島

橋（白川）、白石（菊池川）で確認された。 

 

表 5 観測箇所別のダイオキシン類の濃度 

 

(6) 観測箇所のダイオキシン類の推移（底質） 

九州の一級河川において相対的に濃度の高い地

点におけるダイオキシン類濃度の推移を表 6 に示

した。底質においては特に潮見橋（六角川）、白石（菊

池川）で経年的に漸減していることを確認した。 

 

表 6 観測箇所別のダイオキシン類の推移

（底質） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

調査年度（年）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 潮⾒橋（六⾓川）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 瀬ノ下（筑後川）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10 ⼩島橋（⽩川）

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

調査年[年]

⽩⽯（菊池川）

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
濃
度
（

pg
‐T
EQ

/g
）

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
濃
度
（

pg
‐T
EQ

/g
）



5．評価結果の分析 

 

(1) 調査位置とダイオキシン類について 

調査地点の位置とダイオキシン類の検出される傾

向について図 2 にまとめる。この結果、底質で比較

的ダイオキシン類が高い地点は、有明海に流入する

河川に多く、水質で比較的高い地点は、流域が佐賀

県、福岡県を流れる河川に多い傾向であった。 

 

 

図 2 調査地点の位置及びダイオキシン類の

検出傾向 

 

(2) 発生要因の推定 

ダイオキシン類の発生源を推定することは、対策

を立てたり、今後の傾向を予測する上で重要であり、

複数の手法が提案されている 5）6）。今回は主成分分

析法を用いて PCDDｓ/PCDFs の異性体組成比率が、燃

焼系、農薬（PCP、CNP）のいずれの発生要因と類似

しているかを推定した。この結果、九州の一級河川

での調査結果は多くの地点が燃焼系に比べ、農薬

（PCP、CNP）が要因である可能性が示された。例と

して、小島橋（白川）の底質の分析結果を表 7 に示

す。この結果、小島橋（白川）の底質は年によって

多少の変化はあるが、PCP もしくは CNP 寄りの組成

であることが示唆される。なおダイオキシン類の調

査結果において、今回の分析結果と同様に、主な発

生要因が農薬（PCP もしくは CNP）である事例は宍道

湖（島根県）7)、福岡県 8)や秋田県 9）等、全国で多数

報告されている。 

表 7 主成分分析結果（小島橋（白川）） 

 

(3) 農薬に関する文献調査 

主なダイオキシン類の発生要因である農薬

（PCP、CNP）について既報の文献調査を行い、以下

の関連する内容を整理した。 

 

・堆積物コア中のダイオキシン類の起源を推定する

ことで、日本の水域のダイオキシン類汚染は 1960

年代～1970 年代にかけて最大であり、それは除草

剤の PCP と CNP に起因していたことが明らかにな

った。PCP と CNP 由来のダイオキシン類は現在も

大半がゆっくりと流出していると見られる 7)。 

・PCP、CNP の使用履歴が判明した水田では、使用

のない水田に比べ 30 倍以上のダイオキシン類が

検出されており、異性体組成も使用された農薬に

類似していることが確認された 10）。 

・PCP の年間使用量は昭和 43 年度では、九州にお

いて福岡県、佐賀県が 4～5 kg/ha/year、長崎県

が 3～4 kg/ha/year、その他の県が ＜3 

kg/ha/year であった 11）。 

 

以上の内容から、九州管内で相対的に高い値が確

認される調査地点は、河川流域で使用された農薬が

他地域に比べ多く、土壌に残留することで水質、底
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質から検出されていると推測された。 

 

(4) 河床状況に関する文献調査 

九州の河川における河床状況に関する既報の文献

調査を行い、以下の関連する内容を整理した。 

 

・九州の河川は粒径の小さい河川が多い。これら

は主に有明海に流入する河川とシラス台地を

流下する河川であり、有明海に流入する河川は

潮位の影響により小さな粒径の河床材料が堆

積していると考えられる 12)。 

・ダイオキシン類は底質や土壌において細粒画分

に多く存在し、これは底質や土壌に含まれる有

機物の量や質が影響していることが示唆され

ている 13)。 

 

以上の内容より、有明海に流入する調査地点では

河床材料の粒径が細かくなることによってダイオキ

シン類の蓄積し易い環境となっているという仮説が

得られた。 

 

(5) 底質の粒径及び強熱減量 

河床材料の粒径とダイオキシン類の関係について

確認する目的で、ダイオキシン類の底質試料につい

ての粒径と強熱減量について整理した。この結果、

相対的にダイオキシン類が高い地点である潮見橋

（六角川）では表 8 及び表 9 に示すとおり、ダイ

オキシン類の濃度の推移と類似していることが確認

された。このことから河床状況の変化がダイオキシ

ン類の低下の一因と考えられる。 

 

表 8 ダイオキシン類濃度と強熱減量の関係

（潮見橋（六角川）） 

 

表 9 底質試料の粒径の経年的な推移 

（潮見橋（六角川）） 

 

 

(6)濁度 SS 

水質において突発的にダイオキシン類濃度が

高い年は過去の論文から濁度 SS との関連が高い

ことがわかっている。14） 

 

(7)結果の分析に対する留意点 

「全国一級河川におけるダイオキシン類に関する

実態調査」は原則、年間を通して比較的安定した秋

期での調査結果である。また底質に関しては同じ河

川でも調査地点の選定が河床状況に大きく影響を与

える。ダイオキシン類の発生要因や河川の特徴を考

察していく上でこれらは十分に考慮すべきである。 

 

6．今後の取組み 

ダイオキシン類調査に関しては水質汚濁防止法

（S45）第 15 条（常時監視）及び第 16 条（測定計

画）並びにダイオキシン法第 26 条（常時監視）で

都道府県知事と協議して公共用水域の水質及び底質

の調査を行っている。 

これらの法律に沿って国土交通省では「河川、湖

沼におけるダイオキシン常時監視マニュアル

（案）」（平成 17 年策定）（以下、「ダイオキシンマ

ニュアル）という。）を定めている。ダイオキシン

マニュアルでは原則、表 10 のとおり、基準監視地

点と補助監視地点について定めている。 

表 10 ダイオキシンマニュアルの記載内容 

 記載内容 

1 

補助監視地点は、必要に応じて概ね 10 年ご

とに見直すものとする。基準監視地点の変更

は行わない。 

2 

原則として、調査頻度は、基準監視地点では

年 1 回、補助監視地点では 3 年に 1 回、重

点監視状態にある地点では年 4 回 
0

1

2

3

4

5

6

7

8

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

強
熱

減
量

（
％

）

ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類

濃
度

（
p
g-
T
E
Q
/
g）

調査年（年度）

TEQ 強熱減量

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R01

粒
度
組
成
（
％
）

調査年（年）

⽯・礫分 砂分 シルト・粘⼟分



今回の調査結果から、継続して検出される濃度が

極めて低い地点が複数確認された。発生するダイオ

キシン類は確実に減少しており、環境調査結果にお

いても緩やかに減少している地点が確認された。こ

れらを受けて、今後の急増のリスクも少ないと判断

できる地点においては調査頻度や負担を減らすこと

で、検出される濃度が比較的高い地点の調査頻度

や、補助地点の追加などを検討することでダイオキ

シン類に対してより有意義な調査が実施できる。こ

のような状況より、調査開始から 20 年以上経過

し、ダイオキシンマニュアルの改定も今後必要と考

える。 
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